
(6)需要側におけるエネルギー利⽤技術の⾼度化

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証ｼｽﾃﾑの推進
□エネルギーマネジメント国際規格、環境国際規格等の適⽤拡⼤・推進

エネルギー(6)

⾃律的かつ安定的なエネルギー需給の実現
した社会
□住宅、ビル、地域におけるエネルギーマネジ
メント技術の確⽴

□⺠⽣部⾨におけるエネルギーマネジメントシ
ステムの普及拡⼤

＜住宅・ビル（HEMS,BEMS）＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□住宅・ビル(HEMS※1,BEMS※2)
－標準的な新築住宅をZEH※3とする
－新築公共建築物等でZEB※4を実現する

□コミュニティ（CEMS※5）
－地域単位でのデマンドレスポンス運⽤⼿法の確⽴

□⽣産プロセス技術
－⾰新的省エネプロセス技術の確⽴

□ ZEH・ZEB技術の開発
－断熱技術の開発
－コスト削減技術の開発

□ ⾼効率家電・スマート家電の開発
－省エネ機器開発および制御⽅法の検討

□ デマンドレスポンスの開発・実証
－デマンドレスポンスのシステム・運⽤技術 開発

□ 新築住宅の平均でZEHを実現
□ 新築建築物の平均でZEBを実現
□ ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝｽが実証的に順次普及

□ 標準的な新築住宅をZEHとする
－新築公共建築物等でZEBを実現する

□ ⾼効率家電・スマート家電の普及
□ ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝｽ実⽤化に向けたｻｰﾋﾞｽの開発

（続く）
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※1 Home Energy Management System
※2 Building Energy Management System
※3 net Zero Energy House
※4 net Zero Energy Building
※5 Community Energy Management System



現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(6)

＜⽣産プロセス技術＞

【主な取組】 （続き）

□ ⾰新的省エネプロセスの技術開発
－⾰新的省エネ化学プロセスの要素技術開発
－環境調和型製鉄プロセスの基礎技術開発
－次世代印刷ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ基盤要素技術の統合

□ ⾰新的省エネプロセスの技術開発
－⾰新的省エネ化学プロセスの要素技術開発
－環境調和型製鉄プロセスの基礎技術開発
－次世代印刷ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ基盤要素技術の統合

□ ⾰新的省エネプロセス技術の実⽤化
－⾰新的省エネ化学プロセスの開発・実証
－⾰新的製鉄プロセスの開発・実証
－次世代印刷ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ技術の開発・実証

(6)需要側におけるエネルギー利⽤技術の⾼度化
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＜コミュニティ（CEMS）＞
□ 地域ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの技術開発・実証
－地域単位でのエネルギー情報通信ネットワーク

技術の開発
－地域単位でのデマンドレスポンスシステムの実

現に向けた開発・実証

□ 地域ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの普及□ 地域ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの確⽴・普及



(7)多様なエネルギー利⽤を促進するネットワークシステムの構築

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】
□⾃治体等を含めた広域展開の枠組みの創設、拡充
□システム構成要素およびシステム技術の国際標準化推進
□システム統合化・事業化の隘路となる規制・制度の整備

エネルギー(7)

多様なエネルギー利⽤を促進するエネルギー
ネットワークシステムの確⽴された社会

□基幹系統連系の⾼度化技術の実装

＜分散型エネルギー＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□系統連系技術
－エネルギー情報通信ネットワーク技術の確⽴
－⼤型蓄電池のコスト低減

□分散型エネルギー
－再⽣可能エネルギー・コジェネレーション等の普及促進

□ 再⽣可能エネルギー技術の開発
□ 熱利⽤技術の⾼度化

□ 再⽣可能エネルギー技術の開発
□ 利⽤技術の⾼度化

□ 再⽣可能エネルギー技術の開発
□ 熱利⽤技術の⾼度化・ｺｽﾄ低減

□ エネルギー情報通信ネットワークの開発
□ ⼤型蓄電池のコスト低減
□ 基幹系統への蓄電池利⽤技術開発

□ 分散型ｴﾈﾙｷﾞｰの普及等に合わせ順次普及□ エネルギー情報通信ネットワーク技術の確⽴
□ ⼤型蓄電池のコスト低減

＜系統連系技術＞

○世界の蓄電池市場規模（20兆円）の5割を国内関連企業が獲得（2020年）【関連指標】
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(8)⾰新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の⾼度化

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□事業化の隘路となる規制の緩和、保安基準の検証・⾒直し
□国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進

エネルギー(8)

クリーンなエネルギー利⽤を促進するエネル
ギー変換・貯蔵・輸送技術の確⽴された社会

□⽔素インフラの普及、整備
□次世代蓄電池技術の実装化
□超電導送電技術の実装化

＜エネルギーキャリア（⽔素キャリア等）利⽤技術＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□エネルギーキャリア利⽤技術
－新規エネルギーキャリアの基盤技術確⽴
－⽔素インフラの整備
－安全性評価技術の確⽴

□次世代蓄電池技術
－蓄電池材料評価⼿法確⽴
－要素技術開発(電極、電解液、電解質の候補材料開発等)

□蓄熱・断熱技術
－⾼性能断熱材・蓄熱材や熱マネジメント技術の実⽤化

□超電導送電技術
－超電導送電の実⽤化

□ ⾰新的エネルギーキャリア開発
－新規ｴﾈﾙｷﾞｰｷｬﾘｱの基盤技術確⽴
－実証段階への移⾏

□ ⽔素インフラ整備
－⽔素ステーションの整備

□ 安全性評価技術の開発・確⽴

□ ⽔素インフラ整備
－⽔素ステーションの整備

□ 安全性評価技術の開発・確⽴

（続く）

＜次世代蓄電池技術＞
□ 蓄電池のコスト低減
□ ⾞載⽤蓄電池の性能限界値の追求
□ 次世代蓄電池技術の開発
－要素技術開発
－蓄電池材料評価⼿法開発

□ 蓄電池のコスト低減
□ 電気⾃動⾞の航続距離を倍に向上
□ 次世代蓄電池技術の開発

－要素技術開発
－蓄電池材料評価⼿法開発
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□ 次世代蓄電池技術の開発
－製造技術開発
－蓄電池材料評価⼿法開発

□ ⾰新的エネルギーキャリア開発
－再⽣可能ｴﾈﾙｷﾞｰによる⽔素製造技術開発
－新規ｴﾈﾙｷﾞｰｷｬﾘｱの基盤技術開発
（アンモニア、MCH等）

□ ⽔素インフラ整備
－⽔素ｽﾃｰｼｮﾝのｺｽﾄ低減に向けた技術開発
－⽔素ｽﾃｰｼｮﾝの4⼤都市圏を中⼼とした先⾏整備

□ ⽔素ｽﾃｰｼｮﾝに係る安全性評価技術の開発



現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(8)

【主な取組】 （続き）

【関連指標】
○世界の蓄電池市場規模（20兆円）の5割を国内関連企業が獲得（2020年）

(8)⾰新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の⾼度化

＜蓄熱・断熱等技術＞

＜超電導送電技術＞
□ 送電ﾛｽ低減技術開発（超電導送電 等）
－超電導線材の開発

□ 超電導送電の実⽤化

□ 蓄熱・断熱材等の開発
－⾼性能蓄熱・断熱材の開発
－⾼性能熱電変換材料の開発

□ 上記材料を活⽤した熱マネージメント技術の開発

□ ⾼熱密度と⾼出⼒を両⽴する蓄熱ｼｽﾃﾑの開発
□ 同技術を利⽤した⾼効率排熱回収ｼｽﾃﾑの開発

□ 同技術を⺠⽣（ビル・住宅）や産業（⼯場）
へ展開、熱効率向上

□ 同技術を⾃動⾞等に活⽤し普及

□ 送電ロス低減技術の普及
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(1)効果的かつ効率的なインフラ維持管理・更新の実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】
【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 技術開発段階からの国際標準化及び国際展開に向けた取組
□ フィールドを活⽤した技術開発の実⽤性の検証と公共調達における先導的導⼊

次世代インフラ(1)

安⼼してインフラを利⽤できる社会
持続的に⽣活や産業を⽀えるインフラを低コ
ストで実現する

＜インフラ点検・診断技術＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ インフラ点検・診断・維持管理の⾃動化、無⼈化技術等の

現場への導⼊
□ インフラ補修、更新技術の現場への導⼊
□ インフラの耐久性能評価技術の開発

□ ⾃動点検技術、無⼈点検技術等の開発
－維持管理ロボット技術
－⾮破壊検査技術、モニタリング技術
－データマネジメント技術

□ 点検・診断、評価、将来予測技術の⾼度化
－各種監視・観測デバイス等の開発
－点検・診断技術のシステム化

□ ⾃動点検技術、無⼈点検技術等の現場への
導⼊

□ ⾼度化された維持管理に係る技術の現場への
導⼊

□ ⾃動点検技術、無⼈点検技術等の⾼度
化、コスト低減

□ ITを活⽤した点検・診断システムの構築

□ 補修、更新技術の開発
－コンクリートの⻑寿命化に向けた補修技術

□ 構造物の性能評価・性能向上技術の提案
□ 構造材料の耐久性能向上技術の開発
－⾃⼰修復材料の開発等

□ 補修、更新技術の現場への導⼊

□ 構造材料の耐久性向上技術の開発

□ 補修、更新技術の普及

□ 構造材料の耐久性向上技術の開発

○持続的に社会を⽀えるインフラが低コストで実現（2030年）
○点検・メンテナンスロボット関連産業の国内市場規模約2,000億円の⾒込み（2035年）【関連指標】

＜インフラ補修・更新技術、耐久性向上技術＞
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(2)⾃然災害に対する強靱なインフラの実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】
【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】

□ 技術開発段階からの国際的枠組みづくり、国際標準化及び国際展開に向けた取組
□ フィールドを活⽤した技術開発の実⽤性の検証と公共調達における先導的導⼊

次世代インフラ(2)

多様な災害に対応した安全・安⼼を実感で
きる社会
災害による被害を最⼩化できる社会の実現

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 耐震性能等が向上しインフラが強靭化
□ 精度の⾼い予測・観測・情報提供が実現
□ インフラ復旧の⾃動化・無⼈化技術の現場への導⼊

＜耐震性等の強化技術＞
□ 耐震性等の強化技術の開発
－次世代の耐震・免震等の減災技術の

開発・検証

□ 耐震性等の強化技術の実⽤化
－設計指針・関連基準に反映、実⽤化

□ 耐震性等の強化技術の普及・拡⼤
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□ ⾼精度センサー等の開発
□ 観測データ集約・分析・予測システムの研究
－災害の早期予測・危険度予測⼿法の開発

□ ⾼精度センサー等の実⽤化
□ 観測データ集約・分析・予測システムの実証

および実⽤化

□ ⾼性能観測網の構築
□ 観測データ集約・分析・予測システムの

⾼機能化

□ 災害情報の迅速な把握・伝達技術の開発
－災害情報の把握のためのITやロボット技術等

の導⼊
□ ⾃動化・無⼈化技術の開発・実証
－災害対応のための建設ロボット技術・消防

ロボット技術の導⼊

□ 災害情報の迅速な把握・伝達技術の
実⽤化

□ ⾃動化・無⼈化技術の実⽤化・現場への
導⼊

□ 災害情報の迅速な把握・伝達技術の
⾼度化

□ ⾃動化・無⼈化技術の⾼機能化

＜災害情報の迅速な把握・伝達技術やロボット等による災害対応・インフラ復旧技術＞

＜地理空間情報等を⽤いた観測・分析・予測技術＞

○災害対応ロボット関連産業の国内市場規模約3,200億円の⾒込み（2035年）【関連指標】



(3)⾼度交通システムの実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】
□ 技術の実⽤化や普及促進のための法制度等の仕組みづくり
□ 技術開発段階からの国際標準化及び国際展開に向けた取組

次世代インフラ(3)

世界⼀安全な道路交通を実現した社会

安全・安⼼で快適な交通社会を実現する

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ITS技術の⾼度化により交通渋滞が緩和
□安全運転を⽀援するシステムや機器等が⾼度化し普及す
ることで、交通事故が激減

＜交通情報集約・配信技術＞
□ 交通情報集約・配信技術の実⽤化 □ 交通情報集約・配信技術の普及・拡⼤ □ 交通情報集約・配信技術の更なる⾼機能化

□ 交通管制技術の研究開発
－ 信号制御・交通情報提供へのプローブ情報

活⽤の研究開発・普及
－ 隣接信号機と無線通信する次世代信号機

の研究開発

□ 交通管制技術の開発・導⼊
－ 信号制御・交通情報提供へのプローブ情

報活⽤の普及・拡⼤
－ 隣接信号機と無線通信する次世代信号

機の導⼊開始

□ 交通管制技術の更なる⾼機能化
＜交通管制技術＞

○交通渋滞を2010年⽐で半減（2020年）
○交通事故死者数を2,500⼈以下（2018年）に削減

□ 渋滞対策技術の研究・開発
－ 路⾞連携による渋滞対策等の研究・開発

□ 安全運転⽀援技術の開発
－ 通信利⽤型ASV技術等の開発

□ 渋滞対策技術の開発・実⽤化
－ 路⾞連携による渋滞対策の実施

□ 安全運転⽀援技術の実⽤化・普及
－ 通信利⽤型ASV技術等の実⽤化・普及

□ 交通安全⽀援技術の更なる⾼機能化と普
及拡⼤

－ ⾼度運転⽀援システムの実⽤化

□ ⾃動⾛⾏システムの試⽤開始

＜交通安全⽀援・渋滞対策技術＞

【関連指標】
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□ 公 道 ⾃ 動 ⾛ ⾏ 実 験 に 必 要 な 要 件 検 討 と 実 施



(4) 次世代インフラ基盤の実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】
【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 技術開発段階からの国際標準化及び国際展開に向けた取組

次世代インフラ(4)

⽣活の豊かさと安全・安⼼を実感できる社会
ビッグデータの利活⽤等により、約10兆円
規模の関連市場を創出する

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 暗黙知を形式知として利⽤できる社会
□ サイバー空間における脅威に対する強靱性を備えた社会
□ インフラ機器選定・接続に制約がない社会

□ データ収集、蓄積・構造化、情報表⽰における技
術の開発

□ ネットワーク仮想化技術、光通信技術を含むネッ
トワーク技術の開発

□ 2010年⽐約35倍のデータを処理可能なビッグ
データ技術の開発

□ ネットワーク仮想化技術の確⽴と光通信技術を含
むネットワーク技術の開発

□ 2010年度⽐約50倍のデータについてリアルタイ
ム解析を実現

□ 1端⼦あたり400Gbps（現在の4倍）の光通
信ネットワークを実⽤化

□ 次世代ネットワークにおけるセキュリティ基本技術
の開発

□ DDoS攻撃時のサイバー攻撃を予知し即応を
可能とする技術の開発・実証

□ 次世代ネットワークにおける情報セキュリティ基
盤の実⽤化

□ ⾼度な標的型サイバー攻撃を解析・検知する
技術の開発・実証及び防御モデルの構築

□ セキュリティ技術の社会実装により誰もが安⼼し
て使⽤できる次世代インフラを実現

＜周囲環境に適応するインフラ基盤とそのデータ利活⽤を実現するビッグデータ技術＞

□ 基本規格の国際標準化作業
□ 統合化技術の開発

□ 関連規格の国際標準化の策定
□ 統合化技術の開発

□ 国際標準に準拠した統合化技術の実証実験
と社会実装

○ビッグデータ関連市場10兆円を創出（2020年）
○情報セキュリティ向上を通じたわが国の経済成⻑への寄与

【関連指標】

＜安⼼して利⽤できるインフラのためのセキュリティ技術＞

＜異なるインフラ間を連携する統合化システム＞
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(1)ゲノム情報を活⽤した農林⽔産技術の⾼度化

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】
□ ⺠間企業、⼤学、研究開発法⼈、公設試験研究機関の育種、病害⾍、品
質、栽培⽣理、分⼦⽣物、ﾊﾞｲｵｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ等の各分野の研究者による連携体
制の強化
□ 新品種に係る知的財産の戦略的な活⽤と保護

地域資源(1)

海外に⽬を向けた強い農林⽔産業の実現
による活⼒に満ちた地域社会
新品種育成の迅速化、農林⽔産業の⽣産
性向上

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 新品種の育成期間を⼤幅に短縮することで地域で

のブランド化、商品開発が進展
□ ゲノム情報の活⽤を通じて⽣産コストを低減し、農

林⽔産業に係る⽣産性が向上
□ 地域のニーズに応じたDNAマーカー選抜育種を展開

□ DNAマーカー選抜育種
－有⽤遺伝⼦の特定、DNAマーカー、育種

素材の開発
□ 新育種基盤技術
□ ⾼度情報処理技術等の活⽤
□ 知的財産の保護戦略

□ 家畜の重要形質に関するDNAマーカー開発。
繁殖技術、疾病予防技術への応⽤

□ ⾼温耐性品種等の開発（国際連携を含む）

□ 家畜の⽣産性の⼤幅向上
□ 国際的な気候変動への対応技術の向上

□ DNAマーカーや育種素材を活⽤した品種
育成期間の⼤幅短縮（12年→4年）及び
DNA選抜育種の全国展開

□ 新育種技術
□ 効率よく有⽤遺伝⼦を特定・創出する技術

の開発
□ 知的財産の保護戦略

□ ニーズに応じた画期的な新品種の開発
□ 新品種開発の⾶躍的効率化
□ 新品種に係る知的財産の戦略的な活⽤と

保護

○新品種育成期間を⼤幅に短縮（現⾏の12年間から、2020年に4年間に短縮）
○家畜の⽣産性向上【関連指標】

□ 開発した⾰新的な家畜の育種・繁殖・疾
病予防技術の実証

□ ⾼温耐性品種等の開発（国際連携を含む）

＜ゲノム情報を活⽤した新たな育種技術＞

＜ゲノム情報を活⽤した⽣産性向上＞
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